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第2四半期については、日本や東南アジアなど一部の地域では、新型コロナ

ウイルスの感染再拡大が見られたものの、先進国を中心にワクチン接種が

加速したこともあり、世界経済は総じて回復基調を辿りました。

当社についても、半導体不足による生産影響を最小限に留め、カメラやイン

クジェットプリンターなどの販売が好調に推移した結果、売上については対前

年プラス31%の8,819億円となりました。営業利益と純利益についてはそ

れぞれ773億円、611億円となり、4月時点での見通しを大きく上回るとと

もに、第1四半期と比べても収益性が改善しました。

営業利益は3四半期連続で700億円を超え、上期累計の純利益につい

ても1,000億円台となり、コロナの底であった昨年と比べて業績は急回復し

ております。

これは当社がこれまで進めてきた、事業ポートフォリオの転換や構造改革の

成果が、ウィズコロナの新しい社会のもとで現れたものであると考えております。
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プリンティングは、オフィス向けについてはプリントボリュームの回復がやや遅れ

ておりますが、本体は概ね計画通りの販売となり、コンシューマー向けについ

ては在宅需要が引き続き堅調に推移したことから、対前年増収増益となり、

利益率は13％と2桁を維持しました。

イメージングは、競争力のあるフルサイズミラーレス本体と拡充されたレンズの

ラインアップが相乗効果を生み出しており、カメラの販売は計画を上回って好

調に推移しました。また、プロダクトミックスの改善と効率性を重視した販促

活動などによって12.3%の利益率となり、収益の安定化が図られております。

メディカルについては、日本の補正予算による需要の押上げ効果は一段落

しましたが、市場は緩やかに回復に向かっていることから、売上は前年を上

回りました。利益面では、昨年見送った展示会への出展や開発などの活動

を今年は予定通り実施したこともあり、減益となりました。

インダストリアルその他ですが、半導体露光装置については引き続き旺盛な

設備投資需要に対応するとともに、昨年停滞していたFPD露光装置の設

置についても今年は計画通り進めることができたため、大幅な増収増益とな

りました。



「為替」は、円安の影響で営業利益170億円のプラスとなりました。

「数量増減」としては、昨年コロナ影響が大きかったプリンティングとイメージン

グを中心に、全ビジネスユニットで利益増に貢献しました。

「コストダウン」は、部品のコストアップの影響が出始めておりますが、イメージ

ングのカメラを中心に、昨年と比べて工場稼働率が高まっていることなどにより、

プラス88億円となりました。

「経費」については、昨年はコロナで活動が制限されて極めて低い水準でし

たが、今年は第2四半期に入り、開発、販売活動が正常に戻りつつあること

から、大きく増加しました。
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今年の世界経済は、足元ではコロナ変異株の拡散も見られておりますが、

ワクチン接種の加速により、昨年コロナにより大きく落ち込んだ個人消費や

設備投資が増加することで、本格的な回復に向けた成長が見込まれており

ます。

当社製品の市況についても、上期の堅調な需要が続くことに加え、出勤率

の上昇により、遅れていたオフィスプリントの回復も進むと想定されます。一方、

生産面では、半導体などの部品不足が懸念され、厳しい状況が続くと見込

まれますが、開発から調達、生産、販売部門が一体となって製品の安定供

給を目指します。

また、今後の為替レートについても1ドル105円から108円に、1ユーロ125

円から130円へと現状の水準に見直し、下期も上期と同水準の業績が続く

と見込まれることから、通期の業績見通しを売上で1,000億円、営業利益

で850億円、純利益で610億円、それぞれ上方修正します。
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売上は対前年プラス13.9%の3兆6,000億円、営業利益については、売

上総利益率と経費率がともに大きく改善し、前年比2.6倍の2,830億円、

純利益は、2.4倍の2,010億円となる見込みです。
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ビジネスユニット別の状況ですが、4月公表に引き続き、プリンティングとイメー

ジングを中心に、4つのユニット全てで見通しを上方修正しております。

プリンティングはインクジェットプリンターの旺盛な在宅需要を背景に、イメージ

ングはフルサイズミラーレスカメラの高い製品競争力を背景に、堅調な売上

が継続する見通しです。製品の安定供給と経費の効率的な使用に努める

ことで、ともに年間で2桁の利益率を見込んでおります。

メディカルは、日本を中心に需要は強く、過去最高の7%を超える利益率を

目指します。

インダストリアルその他については、顧客の旺盛な設備投資需要に対し、機

器の設置を着実に進めることで増収増益を見込んでおります。



「為替」については円安に見直すとともに、「数量増減」については、好調な

販売状況を反映しました。

「値下げ」は、需給バランスを踏まえた価格対応を行うことで、162億円の好

転を見込んでおります。

「コストダウン」については、部品のコストアップは避けられませんが、固定費の

徹底的な見直しと生産性の改善により、その影響を抑えてまいります。

「経費」については、選択と集中を徹底し、数量増に伴う経費の増加を抑

制することで、211億円の好転となる見込みです。
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オフィス複合機市場は、第2四半期に入りコロナが再拡大したアジアでは市

況が悪化したものの、それ以外の地域では本体、サービスともに緩やかな回

復傾向にあり、下期も回復が進む見通しです。

当社の第2四半期の売上は、サービスはアジアでのプリントボリュームが減少

し、それ以外の地域でも回復ペースが緩やかだったため、想定をわずかに下

回りましたが、本体については、計画通りコロナ前の9割の水準に戻ってきて

おります。

下期は、回復の遅れていた欧米においても、ワクチン接種の普及により、在

宅勤務を奨励する政策が終了することに合わせ、多くの大企業が出社を再

開する予定であり、出社人数の増加により、年内にはプリントボリュームもコ

ロナ前の9割程度まで戻ると見ております。

このような中、当社では中高速機の新シリーズ「imageRUNNER

ADVANCE DX C5800」を、今月日本で発売し、これにより全地域での

市場導入を完了しております。プラットフォームを刷新し、静音性や省電力、

メンテナンス作業負荷の軽減など、基本性能を強化したことが市場から評

価されており、大企業でのプリント需要回復の機会を捉えて、拡販を図って

まいります。
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レーザープリンターとインクジェットプリンターのプロシューマー製品の市場は、

ホーム向けについては先進国を中心に在宅勤務や在宅学習の高い需要が

継続しております。オフィス向けについては、今後ワクチンの普及に伴い回復

がさらに進む見通しです。

当社の第2四半期においては、ホーム向けが中心のインクジェットプリンターの

販売は、在宅需要が引き続き旺盛であることから好調に推移しました。レー

ザープリンターについては、ロックダウンにより東南アジアの一部の工場が生産

停止を余儀なくされ、本体の販売に影響が出たものの、消耗品はプリントボ

リュームが回復することを見越した購入の動きにより販売が伸長しました。

下期は、旺盛な在宅需要の継続に加え、オフィス向けの需要の回復が見

込まれます。安定した製品供給に努め、ラインアップを拡充したインクジェット

の大容量インクモデルや、コンパクトでありながら両面印刷などの機能を備え

たレーザープリンターなどにより、これらの需要を取り込むことで、前回計画を

上回る年間売上を目指してまいります。



2021年のプロダクション市場は、欧米で店舗や各種イベントの再開によりポ

スターやチラシなどの印刷需要が増えており、また下期から経済活動がより

活発化し、プリントボリュームがさらに増えるため、着実に回復していくと見て

います。

コロナからの市況の回復に合わせ、当社が昨年下期に発売した連帳機

「Prostream 1800」や、高速カットシートインクジェットプリンター

「varioPRINT iXシリーズ」、大判プリンター「Colorado 1650」は、高い

生産性と画質を両立している点が、顧客から高い評価を得ており、第2四

半期でも順調に販売台数を伸ばしたことで、増収となりました。

今年に入ってからも、新製品を順次発売してさらにラインアップを強化してい

ることに加え、グラフィックアーツ向け大判プリンターの取り扱いディーラーを増

やすことで、中小の印刷会社を中心に新たな顧客を獲得できており、下期

はさらに売上の回復が進む見通しです。
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カメラの需要は、米国をはじめとした個人消費の強さに加えて、コロナ禍での

新たな時間の使い方として、カメラを趣味とし、映像表現にこだわる人々が

増えていることで堅調に推移しており、今年の市場規模は前回から20万台

増となる600万台を見込んでいます。

当社の第2四半期は、「EOS R5」と「EOS R6」の販売が引き続き好調に

推移し、想定よりも売上全体に占める構成比率が上昇しております。

またカメラ本体だけでなく、RFレンズについても、特に「R5」「R6」の発売以

降、増加したフルサイズミラーレスユーザーがレンズを買い求める動きが加速

しており、一部製品では供給が追い付かない状況です。

このレンズへの強いニーズを捉えるべく、7月には、高画質と軽量さを両立し

た400mmと600mmの2本の超望遠レンズや、最大撮影倍率1.4倍を

実現させたマクロレンズを新たにラインアップに加え、撮影領域をさらに広げて

おります。現在22本を揃えるRFレンズは今後も拡充を続けることで、フルサ

イズミラーレスシステムを一層強化し、このカテゴリーでのシェア向上を図ってま

いります。

そして年間の見通しについては、堅調なカメラ本体の需要を受け、販売台

数は前回から10万台増加の300万台とし、さらにレンズの販売も好調なこ

とから、売上を上方修正します。併せて、効率的な経費の使用を継続する

ことで、収益性も維持してまいります。
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ネットワークカメラの市場は、第2四半期に入り、経済の正常化に伴って受

注・設置が進み、本来の2桁成長への回帰がより鮮明になってきました。

当社についても、市場の回復を着実に捉えたことで、第2四半期の売上は、

今年の第1四半期を大幅に超えました。

下期は、従来の監視分野だけでなく、コロナをきっかけとした非対面・非接

触ソリューションの拡がりも捉えるべく、開発投資を積極的に行い、成長を加

速させます。年間の見通しを前回から引き上げ対前年20％の増収とし、市

場以上の成長を目指してまいります。
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第2四半期のメディカルについては、国内の補正予算を活用した装置購入

は、一段落したものの依然として需要は強く、また各地域で肺炎検査向け

装置の売上が引き続き堅調に推移しました。さらにワクチン接種率の高い

米国などを中心に医療機関のオペレーションが通常の状態に戻りつつあり、

大型機器の据え付けが徐々に進んで、計画通り対前年で増収となりました。

下期は、ワクチン接種が進み病院がコロナ対応から通常の状態に近づくにつ

れ、予約外来や手術などが増加することが見込まれます。これに伴い、CTに

加えてMRIや高機能の超音波診断装置などを中心に売上を伸ばしてまい

ります。当社は、体表に近い部分から体の深部まで、従来より広範囲に渡

り高画質を実現したプレミアムクラスの超音波診断装置を5月に発売してお

り、市場の回復に合わせて高価格帯の画像診断装置の受注拡大を見込

んでおります。また、販売面でも最重点市場である米国を中心に、高価格

帯装置の主たるユーザーである大規模医療機関に対する営業活動を強化

し、年間では事業全体で市場の成長を上回る増収を目指します。
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2021年の半導体市場は、5Ｇ・IoTの普及によってデータセンターやスマー

トフォン、PC向けのメモリ・ロジック需要が増え、さらに、車載向けでは、パワー

デバイスやセンサーなど多様なデバイスの需要が拡大することから、過去最

高となる見通しです。

当社は、顧客が要望する基板のサイズや材質に合わせて装置をカスタマイ

ズするなどきめ細やかな対応で販売台数を増やしており、年間の販売台数

は前回計画の146台を上回る149台となる見通しです。中期的にも半導

体メーカーの旺盛な投資意欲は続くと見ており、需要を確実に取り込むため

に生産能力を増強するなど将来を見据えた活動にも注力しています。

2021年のパネル市場は、ノートPC・タブレットなどのIT関連モニターや、大

型テレビで液晶の需要が強く、またスマートフォンでは有機ELパネルを搭載し

た製品が着実に増えていることから、想定通り堅調に推移すると見ています。

当社のFPD露光装置も、安定した需要を見込んでおり、第2四半期ではキ

ヤノングループ内で設置に必要な要員を確保し、コロナ禍で渡航に様々な

制約がある中でも計画通り進めたことで、17台の販売を達成しました。今

後は、設置作業者の教育によって現地化を加速させ、安定的に設置できる

体制づくりにも取り組んでまいります。
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有機ELパネル市場は、需要が堅調なスマートフォン、テレビなどで有機ELパ

ネルモデルの割合が増加しており、またノートPC、ゲーム機など新たな製品へ

の展開により、今後も成長が見込まれます。

当社の売上は、一部顧客の新規の投資時期が見直されており、今年は前

年をわずかに下回る見通しですが、テレビ向けなどの新たな需要を取りこむ

ため、大型パネル向け装置の開発を加速させてまいります。



6月末の在庫は、商品を中心に3月末から68億円減少し5,891億円とな

りました。商品在庫については、計画を上回って販売が好調に推移したこと

に加え、コロナの再拡大を受けた東南アジアの一部の工場の生産停止や部

品の供給制約などもあり、総じて低い水準となりました。

下期は世界的に旺盛な需要が続く半導体などの部品不足も予想され、厳

しい調達環境が続くことが想定されますが、製品の安定供給を最優先にし

ながら、販売機会を着実に捉えてまいります。
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純利益が前回見通しから610億円増加し、営業キャッシュフローは4,300

億円となり、キャッシュを生み出す力も着実に回復してきております。設備投

資は計画通り実行する前提で、フリーキャッシュフローは対前年を516億円

上回る2,300億円を確保出来る見通しです。

手元資金を4,000億円確保しながら、利益改善により捻出したキャッシュ

で借入金の返済を早期に進め、財務体質の強化を図ってまいります。配当

については、単年度の損益のみならず、中長期的な業績、資金繰り、およ

び投資計画などを総合的に勘案し決定しますが、今年は既に公表している

通り、前年から10円増額の年間90円とする予定です。
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昨年から、世界の国々が2050年までにCO2排出量をネットゼロとしていく

姿勢を表明しており、SDGsをはじめとした様々な環境・社会課題の解決に

向けて企業への期待が高まってきています。

当社は、企業理念「共生」のもと、これまでグループ全体で環境・CSR活動

に積極的に取り組んできました。特に、環境分野においては、2008年から、

ライフサイクル全体で製品1台当たりのCO2排出量を毎年3％削減すること

を目標に活動しており、2020年までに累計で41.3％の改善を実現しまし

た。

こうした取り組みを強化し、これまで以上にグローバル企業として責任を果た

していくために、5月1日付でサステナビリティ推進本部を新たに発足しました。

まずは環境統括センターを中心に対応してきた気候変動や、資源循環と

いった環境問題について、本部として各製品事業と連携し、取り組みを加

速していきます。さらに今後、サステナビリティ全体へ管轄領域を拡大して、

SDGsの達成に貢献してまいります。
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当社を取り巻く環境は、コロナ変異株の感染拡大や半導体不足などの懸

念はあるものの、カメラやレーザープリンターなどの現行事業は市場縮小に底

打ちが見え始め収益が安定してきており、新規事業であるメディカルやネット

ワークカメラ、商業印刷、産業機器の成長が形となって現れてきています。

今年は5カ年計画「グローバル優良企業グループ構想Phase Ⅵ」の初年

度であり、史上最高業績を目指す2025年に向けて成長軌道に乗せる重

要な1年と捉えており、まずは順調なスタートが切れていると考えております。
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